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公共施設マネジメントの進め方 
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Ⅰ マクロ把握（公共建築等試算ソフト）

・人口状況（推移、構成、将来予測） ・財政状況（歳入、歳出、投資的経費の推移）
・公共建築（保有量、築年別整備状況等） （将来の更新費用の推計）
・インフラ（道路・橋りょう・上下水道等）（保有量、将来の更新費用）

Ⅱ 実態把握

公共施設白書（把握項目） 総合的視点に基づく
保全計画

インフラ実態把握

ト
ー
タ
ル
コ
ス
ト

•光熱水費
•建物管理委託費
•修繕費

•人件費
•事業費
•事業委託費 等

•減価償却相当額

ス
ト
ッ
ク
情
報

•土地建物状況
(施設概要等)

•利用状況
(設置目的、利用
者数、稼働率等)

•運営状況
(運営方式、人員、
体制等)

• 劣化問診票による調査
• 目視による調査
• 劣化状況の把握

• 総量把握
• 今後の維持更新費用の把握

Ⅲ 改善検討

• 保全優先順位
• 保全方針
• 中長期保全計画
• 保全に関する基準の見直し
• 今後のコスト試算

• 長寿命化方針 等
（有効活用検討）
（ｻｰﾋﾞｽ水準の見直し）

• 全体方針
• 個別方針
• 削減目標
• モデル事業検討等

Ⅳ 公共施設等総合管理計画（適正化計画） 【今後10～30年の計画】

Ⅴ 実行計画・再配置計画

 個別事業検討（PFI・PPP等）
 都市のリノベーション（コンパクトシティ－）

（公共不動産（PRE）有効活用ガイドライン）

財務
マネジメント

へ

ＰＬＡＮ

計画

ＤＯ

実施

ＣＨＥＣＫ

点検

ＡＣＴＩＯＮ

改善

継続的な
見直し

公共施設等
総合

管理計画

基本的な
考え方

点検・診断等

の実施方針

維持管理・修

繕・更新等の

実施方針

安全確保の実

施方針

耐震化の実施

方針

長寿命化の実

施方針

統合や廃止の

推進方針

管理体制の構

築方針

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

（道路・橋梁・上下水道）

実施例①

実施例②

実施例③

実施例④

実施例⑤
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②公共建築等試算ソフト

Ⅰ マクロ把握（公共建築等試算ソフト） 

（平成22年度（財）自治総合センター：フリーソフト） 

（平成24年度（財）地域総合整備財団：フリーソフト） 
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学校教育系施設 子育て支援施設 学習館 社会教育系施設

市民文化系施設 ｽﾎﾟｰﾂ・ﾚｸﾘｴｰｼｮﾝ系施設 保健・福祉施設 行政系施設

市営住宅 供給処理施設 その他 普通財産

人口

旧耐震基準（1981年以前）
258,605.25 ㎡ （61.7 ％）（約586棟）

新耐震基準（1982年以降）
160,509.11  ㎡ （38.3 ％）（377棟）

約41.9万㎡

2.41㎡/人

（㎡） （人）

人口推移延床面積

北口第一立体駐車場

本庁舎

市庁舎(旧)
≪解体≫

市民会館
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泉市民体育館

中央図書館

総合福祉ｾﾝﾀｰ

柴崎市民体育館
健康会館

市庁舎(旧)
≪解体≫

旧市役所
第二庁舎

人口推移

築20～29年築30～39年築40年以上

11万2,890㎡
（27％）

4万9,286㎡
（12％）

14万4,004㎡
（34％）

築20年未満

11万2,935㎡
（27％）

４１.９万㎡ 

２.４１㎡/人 
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億円

維持補修費 大規模修繕 建替え
市民関連施設の投資的経費 庁舎建設事業費 用地取得
その他 インフラ

平成20年度～21年度

決算実績の平均による

＜現状：築年別整備状況＞ 

＜今後40年の維持更新コスト試算＞ 

（１.７倍） ２９.５億円/年 ４９.４億円/年 

現状 今後４０年 

１.７万円/人 ２．８万円/人 

今後の更新費用 

市民負担額 

49.4億円 

29.5億円 

■ 実態把握・将来コスト試算 

公共建築等試算ソフト（例） 
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